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避難シミュレーションを用いた沿岸地域の津波に対する脆弱性の評価 
 

公共システム研究室 蘆田哲也 
 

1．はじめに 

 近い将来，東南海・南海地震等の発生により大き

な津波が発生すると予測されており，国・地方自治

体には対策が求められている．しかし，財政の逼迫

により，防波堤建設等の十分なハード的防災事業を

実施することは困難であり，如何にして津波に対す

る地域の防災力を高めるかが課題となっている．そ

こで，住民の防災意識を高める取り組みや避難を促

す制度等，ソフト防災を利用することで地域の防災

力を高めることが，今後は重要になると考えられる． 

 本研究では，まず津波来襲時の避難モデルの構築

とシミュレーションプログラムの開発を行い，それ

を用いて住民の避難に関する問題点，津波防災の脆

弱性を分析する． 

 

2．本研究の着眼点 

避難シミュレーションを利用することのメリット

として次の 2 つが挙げられる．まず，迅速な避難を

行うには，住民の防災意識が高く，避難勧告に対し

て即座に反応することが求められる．そこで，避難

シミュレーションで住民に災害のイメージや避難に

関する知識を持ってもらい，自助，共助によって地

域の防災力を高めることができれば，被害を最小限

に抑えることが可能となる．もうひとつは，避難シ

ミュレーションを用いて，避難時の問題点や地域の

津波防災に関する脆弱性を見つけ，それらの解決手

段を検討することができる点である．また，避難シ

ミュレーションを通じた行政と住民の情報交換等に

より，住民の意見・アイデアが生かされたボトムア

ップ的な防災施策が実施できるという効果もある． 

避難シミュレーションのように，多くの人間の意

思決定や行動，また，外部環境や周囲の人間とのや

りとりを扱う場合，個々のエージェント（自律的に

行動する活動主体）の属性に基づいてルールを実行

するマルチエージェントシステムを用いることでプ

ログラム開発を容易にし，人々の複雑な動きを表現

できる．本研究では，マルチエージェントシミュレ

ータ artisoc を用いて，鳥取県境港市渡町の住民が津

波災害時の一時避難所である渡小学校に避難するケ

ースを対象に津波避難シミュレーションを行った． 

 

3．避難モデルの構築について 

本研究では，道路網の交差点をノード，道路をリ

ンクとして道路ネットワークを作成し，対象地域の

道路ネットワークは図.1の通りである． 

 

図.1 

 

ここでは，境港市渡町の住民は避難場所の渡小学

校までの経路を知っているという仮定の下，最短経

路，道路幅，海岸からの距離を変数として避難時の

経路判断の評価式を作成し，個々のエージェント自

身が避難経路を選択し，避難場所まで移動する内生

型モデルを構築した．まず，式(1)で道路長を道路幅

で補正したリンクコスト cを求める． 
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ここに，dは道路長，wrは道路幅，βは道路幅による

リンクコストの補正を行うかどうかを決定する基準

値（例えば 4m），α1は各エージェントの道路幅に対

する重みパラメータである．このリンクコストを用

いて，ネットワークの最短距離（物理距離だけでな

く，時間距離，コスト等も可能）および最短（最適）

経路を求めるダイクストラ法を実行し，避難場所か

ら各ノードまでの最小総リンクコストを導出した．

さらに，各ノードに海岸からの距離を与え，これら

から経路判断の指標である危険度ポテンシャルを求

めた．この危険度ポテンシャルは被災のしやすさを

表しており，避難者はより危険性の低い地点を目指

して避難するという考え方に基づく指標である．避

難者は，現在のノードに接続されるノードの中から，

危険度ポテンシャルpiが最も低いノードiを次に進む

ノードとして選択するとし，式(2)で表す． 

iii sCp /2α+=                             (2) 

ここに，Ciは避難者が現在のノードからノード iを経

由して避難場所ノードに到達するのに要する最小総

リンクコスト，siがノード iの海岸からの距離，α2は

各エージェントの海岸からの距離に対する重みパラ

メータである． 

各エージェントは家族等のグループで構成され，

グループ単位で徒歩で避難するものとしている．  
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群集密度が大きくなった場合，その物理的な制約

によって，人間の歩行速度は自由歩行速度から群集

歩行速度へと遷移し，歩行速度は低下し，速度の個

人差も小さくなる．本研究ではエージェントの歩行

速度Vを式(3)，群集密度ρcを式(4)で表すことにする． 
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ここに，V0はエージェントの自由歩行速度，lはエー

ジェント前方の群集密度を求めるための距離で 3m

とし，wrは道路幅，nは範囲内の群集の人数である． 

 津波の浸水については，数値波動水路プログラム

の CADMAS-SURF を用いて鉛直二次元モデルの津

波（第一波の押し波）を再現した．造波方法にはダ

ム破壊法を採用し，陸上部で 10mごとに流速と浸水

深を計測し，それを避難シミュレーションに重ね合

わせた．津波による人的被害発生の判別には，安全

領域境界線の近似式に対して式(5)を適用した．  
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ここに，aは男女・年代別の平均身長である．人的被

害の判別は，ある地点の，ある瞬間における流速 u

を式(5)に代入し，その地点の，その瞬間における浸

水深が限界浸水深 hcより大きければ人的被害が発生

することになる． 

 

4．避難行動における脆弱性分析 

 境港市渡町の 797 エージェント（世帯）を対象と

し，各世帯から最も近いノードを避難開始位置とし

た．各エージェントの構成人数は1～5人，自由歩行

速度は 1.0±0.1(m/s)，道路幅に対する重みパラメータ

α1は0.25～0.75，海岸からの距離に対する重みパラメ

ータα2,は 50000～150000 とし，それぞれの値を乱数

で決定している．また，住民を防災意識の高いグル

ープと低いグループに分け，防災意識が避難開始時

間に影響を与えるとした．避難開始時間は正規分布

の分布形状に従うとし，防災意識の高いグループは

避難勧告後 3 分を平均，標準偏差を 1 分とし，防災

意識の低いグループは避難勧告後20分を平均，標準

偏差を6分40秒として与えた． 

ここでは，道路閉塞の発生下における避難行動に

ついて考察する．津波発生の原因は地震であるため，

震源地が近い場合，家屋等の倒壊によって道路が閉

塞される可能性が高くなる．建築年代の古い木造住

宅が密集し，道路幅の狭い地域は特に危険である．          

本研究では，既存研究より道路幅4m未満の道路が閉

塞しやすいものとし，一定確率に基づいてリンクを

ランダムに切断する．避難者がある交差点に到着し

て道路閉塞を認識した場合，そのリンクを道路ネッ

トワークから取り除いてダイクストラ法を実行し，

最適経路を再構築するようにしている．なお，防災

意識の高いグループの割合を 0.5，避難勧告後 50 分

で津波が来襲すると仮定し，避難完了率を図.2，津波

による人的被害発生確率を図.3で示す． 
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図.2 
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図.3 

 

図.2および図.3より，リンク切断確率が0.1以下の

場合は道路閉塞による影響を無視できるが，リンク

切断確率が 0.2 以上になると避難完了率が下がるこ

とが確認できる．また，同じリンク切断確率でも避

難完了率にばらつきが生じていることから，道路閉

塞箇所の組み合わせによっては避難行動に大きく支

障をきたすことが言える． 

 

6．おわりに 

本研究では，個人の意思決定や行動を表現しやす

いマルチエージェントシステムを用いて避難シミュ

レーションを構築し，津波浸水に対する脆弱性を避

難行動から分析した．今後の課題として，経路選択

モデル改良や歩行速度設定のためのアンケート調査，

道路閉塞モデル構築のための家屋調査が望まれる． 


